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附属学校園スクールカウンセラーの活動報告(2)
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1.は じめに

鹿児 島大学教育学部では、2013年4月 に附属

学校 園にお ける教育相談体制を大幅に拡充 し、1

年 が経過 した。その活動 を振 り返 り今後に活かし

ていくために、2013年4月 か ら2014年3月 まで

の期間の統計資料を基にして、前回の報告内容(今

村 ・関山,2014)を 踏 まえなが ら附属学校園スクー

ルカウンセラーの活動状況 を報告する。

鹿児島大学教育学部は附属中学校 ・附属小学校 ・

附属幼稚 園 ・附属特別支援学校の4校 園を擁 し、

従来か ら教育学部附属という設置形式の特徴を活

か して、教育学部教員によるさまざまな後方支援

(カウンセリングの実施や校内研修会講師の派遣等)

に 取 り組 んできた。 とりわ け、附属 中学校では、

ス トレスマネジメン ト教育を全国的にも早 い時期

に とり入れてきた(山 中,1999)。2006年4月 か

らは、後方支援体制を明確に位置づけるため、鹿

児島大学教育学部附属教育実践総合セ ンター教育

臨床研究部門の教員2名 が教育学部長か ら 「附属

学校 園スクールカウンセ ラー」を委嘱(兼 任)さ

れている。 さらに、2013年4月 には、兼任 の2

名 のほかに、専任スクールカウンセ ラー1名 を加

えた体制になった。

II.相 談 業務実施状況

1.相 談体制

附属学校園スクールカウンセラー(以 下SCと

略す)は 、上述の とお り専任1名 と兼任2名 か ら

構成 され、 この3名 で4つ の附属学校園のスクー

ルカウンセ リング業務 を担 当している。専任SC

は 日本臨床心理士資格認定協会による 「臨床心理士」

資格 を有 してお り、原則 として週1回4時 間の勤

務である。兼任SCは 大学教員であり、随時、附

属学校園からの求めに応じて活動を行っている(兼

任SCの うち1名 は臨床心理士資格保持者)。 また、

SCは 、教育学部長および当該附属学校園長 の指

揮のもと、Tablelに 示 した職務を行うと定め られ

ている。

カウンセ リング等 を実施する場所は、主 として

附属中学校内のカウンセ リングルームおよび附属

教育実践総合セ ンター内の教育相談室である(必

要 に応 じて各附属学校園内の部屋 も使用 した)。

カウンセ リング等は予約制とし、その管理は附属

中学校の養護教諭が担った。 また、専任SCと 兼

任SCは 、定期的に協議 をして連携を図った。

幼児 ・児童 ・生徒へのカウンセリング

カウンセ リング等に関する教職員および保護者に対する助言 ・援助

幼児 ・児童 ・生徒のカウンセリング等に関する情報収集 ・提供

ス トレスマネジメン ト等の幼児 ・児童 ・生徒に対する予防的対応

幼児 ・児童 ・生徒や保護者に対するカウンセ リング等に関する講話

教員研修におけるカウンセ リング等に関する講話

教育学部内および附属学校園内のカウンセ リング等に関する会議への参加

事件 ・事故等におけるカウンセリング等に関する緊急対応

教育学部の講義 内および諸行事におけるカウンセ リング等に関する講話

その他幼児 ・児童 ・生徒のカウンセ リング等に関して各附属学校園において滴当と認められるもの



2.相 談 活動の状況

(1)受 付 件数と面接回数

受 付 件数 につ いて 対象 別 に整理 した結 果 を

Table2に 示 した。子ども(園 児 ・児童 ・生徒)へ

のカウンセ リングだけでな く、保護者面接や教師

へのコンサルテーションも行われたことが分かる。

なお、相談のあった校種は、小学校か らの3件 を

除き、残 りはすべて中学校か らの相談が 占めた。

面接回数 につ いて、月 ごとに整理 した結果 を

Table3に 示 した。新しい体制になって間もないに

もかかわ らず、4月 か ら多くの相談が実施された。

そ して、早 くも6月 には、受付可能な面接回数の

限界付近にまで達 してしまった。そ の後、予約管

理の仕方を再検討 して面接回数の抑制を図ったも

のの、1年 を通 じて面接回数が多い状態が続いた。

(2)相 談 内容

相談内容の内訳 については、Table4に 示 した。

分類結果首位は、「不登校 ・不登校傾向」であ り、

支援が長期 に及ぶ事例も少な くなかった。次いで、

「子 ども同士の人間関係」が上位 に入 り、思春期

における同輩 との複雑な関係性をめぐる戸惑いが

背景にあると思われる事例が多 くを占めた。また、

「家族 ・親子関係」 に関す る相談が3位 に入 り、

とりわけ思春期の子 どもへの接 し方 に関す る保護

者の不安や悩みが語 られることが しばしばあった。

た とえば、保護者か らは、「思春期 には、いつ、

どんなふうに、子 どもとの距離感をとるようにす

ればよいで しょうか?」 や 「放っておいて も子ど

もは勉強す るので しょうか?」 等の心配が しばし

ば語 られた。また、一部 には、上述 の不安や悩み

を背景に して、保護者の場合 には育児不安や子へ

の過干渉 ・過保護的な関わ りが、児童生徒の場合

には過剰適応や反抗、心身症的傾向(頭 痛 ・腹痛 ・

発熱 ・発疹等)と して現れている事例が散見され、

継続的な面接 を行 って改善 を図った。

順位 ごとに振 り返 ると以上の とお りで あるが、

実際のところ、首位の 「不登校 ・不登校傾向」を

は じめとして多 くの事例は、2位 以下 の分類内容

と相互に深 く関連 していた。換言す ると、子 ども

の症状や問題行動は、単一の要因ではな く複数の

要因が複雑 に組み合わさって生 じてお り、その回

復にあたってはじっくりと腰を据えた心理的支援

や環境調整を必要とする事例が多かった。そのよ

うな場合においては、担任ばかりでなく、管理職

や養護教諭との連携も併せて行って対応した。特に、

夏休み明けからは共通理解が深まり、事態の打開

に寄与することが増加した。

しかしながら、校内の連携や保護者の協力が得

られたにもかかわらず、家庭や児童生徒本人が抱

える諸事情により、なかなか事態が進展しない事

例もあった。また、専門機関への紹介も必要な事

例もあった。とはいえ、大半の事例は、受容的 ・

共感的に関わると同時に、思春期心理についての

理解を深めたり、基本的な環境調整(子 どもを発



達できる環境に置 き直す ことや思春期 にふ さわし

い親子関係 に整えること等)を 図った りす ること

により改善した。また、まだ表面化 してはいなかっ

た ものの予兆 を察知 した担任か らの相談 によ り、

未然に防止できたり適切な対応に結びついた りし

た事例もあった。

(3)連 携 等

発達障害傾向や生活環境に困難を抱えて いる子

どもおよび神経症水準 にある子 どもに関 しては、

附属学校 園教員へのコンサルテーションを密にし

て連携を図 り、毎 日の生活のなかで本人が どのよ

うな困 り感 を体験 しているかを関係者で共有 して

環境整備を図った。また、専任SCと 兼任SCが

チームを組んで母子並行面接を実施した事例もあり、

一定の効果を上げた
。SCが 増員されたことにより、

性別や年齢の幅も多様になって、来談者のニーズ

に応 じやすくなった点 も大きい。

しか しなが ら、既に多数の相談を抱えて いる状

態のため、これ以上SCに よる面接 を増やす こと

は困難 である。そのための1つ の解決策 として、

専任SCが 講師を務めて、事例等を用いた職員研

修を合計3回(中 学校で2回 ・小学校で1回)実

施 した。 このような研修 によ り、教員のよ り一層

の資質向上が図 られ、予防的段階で早期解決する

事例を増やす ことができると期待 している。また、

初年度は幼稚園や特別支援学校か らの利用がなかっ

た。校種に応 じたニーズ を掘 り起 こしていく試み

も肝要であると考え られる。

皿.お わ りに

村瀬嘉代子(2013)は 、SCの あ り方について

「学校現場においては先生が主役 ということを忘

れてはいけません。場の責任者は校長先生であ り、

SCは それぞれの先生や生徒を活性化させ、繋ぎ、

停滞 していた機能 をよ りよ く発揮させる、その手

助けをする目立たない触媒のような存在です」と

述べている。附属学校 園においては、引き続き教

育相談体制 をよ り拡充 させてい く必要が あるが、

いたず らに面接回数を追求す るのではな く、教員

の良き黒子 として どのような活動が適切で あるか

を考えていかなければな らない。そ のため には、

連携体制 についての不断の改善を図って いくこと

が求 められよ う。 また、今後 はそれだけでな く、

予防的 ・開発的な活動(ス トレスマネジメント教

育 の深化や保護者会での講話の実施等)を はじめ

として、事件事故時の緊急支援体制の整備や教育

学部 にお ける教員養成機能へのフィー ドバ ック、

地域の専門機関との連携等 も、取 り組むべき課題

であると考え られる。
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